
「ひとり一人にゆきとどいた教育を」
県への署名提出集会に参加しました

「オスプレイいらない」は県民の声
木更津への暫定配備受け入れ撤回を

災害復旧・復興支援に４７０億円の補正予算が成立

　いのち・くらし第一の　いのち・くらし第一の
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安倍政治
ストップ

１２月議会

被災者に寄りそい　一日も早く日常を取り戻すために
さらなる支援拡充と国への働きかけを
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米国はイラン核合意復帰を！
中東への自衛隊派兵やめよ

「桜を見る会」疑惑の徹底追及を
日本共産党提出意見書  自民・公明などが否決日本共産党提出意見書 自民 公明などが否決

日本共産党千葉県議会報告　２０２０年新春号
℡043(223)2544　http://www.jcp-chibakengikai.jp/

消費税５％への引き下げを求める意見書
習志野演習場へのオスプレイ飛来・訓練と船橋市・
八千代市・習志野市の上空通過に反対する請願
就学援助制度の拡充、学費等の実質無償化
３５人以下学級を求める請願
幼児教育・保育の父母負担軽減、私学助成の
大幅増額を求める請願

「桜を見る会」疑惑の徹底解明を求める意見書
公的・公立病院「再編・統合」案の撤回と
地域医療の抜本的拡充を求める意見書
教員への「一年単位の変形労働時間制」導入の
撤回を求める意見書
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みわ由美県議

　１２月４日「安保法廃止！オール千葉の会」が主
催した「日本の空にオスプレイいらない」宣伝で日
本共産党県議団は、連帯のあ
いさつを行いました。伊藤と
し子県議（市民ネットワーク）
と西尾憲一県議（平和の党）
も参加しました。

安倍首相主催の「桜の見る会」の疑惑について、予
算委員会の集中審議などを行い、徹底解明するよう求
める意見書を日本共産党が提案。しかし自民党、公明
党などがこれに反対し否決されました。
　「桜を見る会」は公的行事の「私物化」や首相をか
ばうための招待名簿破棄や虚偽答弁など、政治モラル
破壊が大きな問題となっています。国会閉会後も野党
共同ヒアリングによって、第二次安倍政権以後、招待
名簿が公文書管理法に違反した取扱いや廃棄をされて
いた事などが明確になりました。
　「桜を見る会」疑惑の解明はまっとうな政治を望む
国民への責任です。政府と一緒になって疑惑に蓋をす
ることは許されません。

「ゆきとどいた教育をもとめる千葉県民の会」は、
１１月２９日教育無償化や少人数学級など教育条件の
改善を求める請願を提出しました。日本共産党県議団
は紹介議員になり、
提出集会に参加。こ
の日、積み上げられ
た署名は、６万７５
９２に達しました。 

　１２月県議会で一般会計補正予算が全会一致で
可決しました。台風・豪雨災害からの復旧・復興
にむけ４７０億４２００万円を計上しています。
　討論に立った、みわ由美県議は、住宅の一部損
壊や農林水産業、中小企業の事業再開への支援な
どについて「これまでの枠を超えた支援のための
予算計上は評価できる」と賛成しました。
 　そのうえで連続した災害による甚大な被害から
「日々の生活と生業を一日も早く取り戻す」ため
に住宅被害への支援を全壊、大規模半壊、半壊と
もにいっそうの増額など、さらなる支援の拡大を
もとめました。同時に農業ハウスなどの再建・修
繕への支援を受けるためには長期の農業従事が求
められるなどの支援条件となるハードルを下げる
ことが必要と指摘しました。
　被災者に寄り添った早期の復旧・復興へ、国へ
の働きかけも含め、支援の拡充を実現するために
県の総力を挙げることを求めるとともに、日本共
産党もその実現に力を尽くします。
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災害救援に素早く対応し、県民の安全最優先へ
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 予算委員会  知事への質疑締め出し
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　外環道、圏央道、北千葉道路の大型道路には、県施工
分も含め、毎年、国の要求通り満額計上され、２０１８
度まで３３００億円が投入されています。
　一方、生活に直結する道路整備費用は、各土木事務所
からの要望額（約１０００億円）の６割程度しか予算化
されていません。
　昨年度の県内交通事故死亡者数は１８６人、その内の
半数は高齢者の事故で、依然として全国ワーストクラス
となっています。

　にもかかわらず信号機新設
予算は６年前と比べ半減し、
設置数は、年間９０基だった
ものが、４０基まで減らされ
ています。

自民党は、２月県議会の予算委員会質疑順序の変更を強行し
ました。公明、千葉民主は、自民に同調し、立憲民主は反対。
　知事へ質疑ができる予算委第１日目の「総括質疑」（チバテ
レビ中継あり）から日本共産党など２人～１人の会派を締め出
し、２日目と３日目に限定するというものです。
　昨年までは、全ての会派が知事（予算案提出者）に質疑でき
ました。

日本共産党、千翔会など
の県議１０人は、連名で予
算委審議の民主的な運営を
求め、予算委員長に一方的
な変更の撤回を申し入れま
した。（左の写真）
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